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免責事項 
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略語・略称 

CBRN  Chemical Biological Radiological Nuclear（化学・生物・放射性物質・核

兵器）  
DOI  declaration of interest（利益関係の申告） 
EPR  emergency preparedness and response（緊急事態への準備（備え）と対

応） 
GDG  Guideline Development Group（ガイドライン策定グループ） 
GRADE  Grading of Recommendations、Assessment、Development and Evaluation

（勧告、アセスメント、成果と評価の重み付け） 
GSR  general safety requirements（全体的な安全要件） 
IAEA  International Atomic Energy Agency（国際原子力機関）  
IHR  International Health Regulations（国際保健規則）  
I-131  I-131（ヨウ素 131）  
ITB  iodine thyroid blocking（ヨウ素甲状腺ブロック）  
KIO3  potassium iodate（ヨウ素酸カリウム） 

KI  potassium iodide（ヨウ化カリウム）  
mSv  millisievert（ミリシーベルト） 
PICO  population、intervention、comparator、outcome（集団、介入、比較対

照、結果）  
PHE  Public Health、Environmental and Social Determinants of Health（公衆衛

生、環境、健康の社会的決定要因） 
REMPAN  Radiation Emergency Medical Preparedness and Assistance Network（緊急

被ばく医療ネットワーク） 
WHO  World Health Organization (世界保健機関） 

 

ITB: 日本語の直訳では「安定ヨウ素剤投与による甲状腺ブロック」であるが、本来の意味である「原

子力発電所事故直後の放射性ヨウ素による甲状腺内部被ばくの阻止、低減化に資する防護措置として

事前服用が推奨される安定ヨウ素剤の投与」に関する内容であることから、ここでは「安定ヨウ素剤

投与」と意訳している。 
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概要 
本ガイドラインは、安定ヨウ素剤投与の実施において公衆衛生上考慮すべき事項に特に着目した、

ヨウ素甲状腺ブロック（安定ヨウ素剤投与）の実施に関する世界保健機関（WHO）1999 年指針の改定

版である。  

背景  
原発事故の際には、放射性ヨウ素が煙状または雲状になって放出され、環境を汚染する可能性があ

り、結果として外部被ばくが生じる。汚染された空気の吸入や汚染された食品や飲料水の摂取は、甲

状腺による放射性ヨウ素の体内への取り込みから内部被ばくにつながる可能性がある。甲状腺は甲状

腺ホルモンの産生にヨウ素を利用するが、放射性ヨウ素と安定ヨウ素を区別できない。それゆえ原発

事故後に放射性ヨウ素を吸入または摂取した場合、甲状腺は安定ヨウ素と同様に放射性ヨウ素を吸収

する。安定ヨウ素剤が放射性ヨウ素への曝露の前または曝露時に投与されれば、放射性ヨウ素の取り

込みは安定ヨウ素で甲状腺が飽和状態になることにより妨げられ、その結果、甲状腺の内部被ばくが

効果的に低減化される。一般的に、食品・飲料水の管理と共に安定ヨウ素剤の経口投与を行うことは、

放射性ヨウ素の偶発的な放出に曝露した人々における健康影響のリスクを低減する適切な戦略と考え

られており、多くの国々の放射線災害対策指針に組み込まれている。 

趣旨および目的 
本ガイドラインにおける指針は、加盟国における放射線災害に対する公衆衛生上の対策を支援する

ことを目的として、国際保健規則（IHR）に則って作成され、安定ヨウ素剤投与の計画と実施を放射線

災害の前および発災時に限定したものである。本ガイドラインは、安定ヨウ素剤投与の計画と実施に

対する放射線防護基準を扱っていないが、これは関連する国際的安全基準や、国際原子力機関（IAEA）

が WHO および他の国際機関と共同で実施した、技術指針を補完するものだからである。  

本ガイドラインの主たる目的は次のとおりである： 

■ エビデンスを評価し、放射線や原子力災害における安定ヨウ素剤投与の実施に関して、放射性ヨウ

素の放出が続く間の投与の時期と反復投与に関する助言を含む指針を提供する。 

■ 最も脆弱集団を特定し、それらグループに対する安定ヨウ素剤投与の適用性を副作用および安定ヨ

ウ素剤投与に関連するリスクを考慮して勧告する。 

■ 安定ヨウ素剤投与のエビデンスに関する研究間の差異を特定する。 
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概要 

対象者 
本ガイドラインの対象者は、放射線災害への計画および対応責任者や他の目的で関与する保健当局

や公衆衛生の専門家である。また放射線災害への計画および対応に関与するすべての他の専門家も対

象者である。 

本ガイドラインが策定された理由 
WHOが Handbook for guideline development（ガイドライン策定のためのハンドブック）で紹介してい

る方法論を、本ガイドラインを策定する際のエビデンスの透明性や体系的価値を担保するために使用

した。独立した専門家委員会であるガイドライン策定グループ（Guideline Development Group：GDG）

を設置し、エビデンスやエビデンスに基づく意思決定の質を評価する勧告、アセスメント、成果と評

価の重み付け（Grading of Recommendations, Assessment, Development and Evaluation、GRADE）を行った。

勧告の策定プロセスについては、第 2 章で詳しく説明する。 

勧告 

放射線または原子力災害時には、放射性ヨウ素に曝露する危険にさらされている

人々への安定ヨウ素剤投与のガイドラインが、緊急防護措置として実施され、正当

で最適な防護策の範囲内で行われるべきである。 
 

エビデンスの質：非常に低い 
勧告の強度：条件付き 
 

安定ヨウ素剤投与の実施における公衆衛生上の勘案事項 
この勧告の実施のための重要な勘案事項には、ガイドラインで提供され、安定ヨウ素剤投与の計画、

供給、剤型・用量および安定ヨウ素剤の副作用に関するものが含まれている。  

安定ヨウ素剤の至適投与期間は曝露の開始が予想される 24 時間前から 2 時間後の間である。曝露の

開始が予想される 8 時間後までの安定ヨウ素剤投与が妥当であろう。しかし、曝露後 24 時間以上たっ

て安定ヨウ素剤投与を開始すると、甲状腺に蓄積された放射性ヨウ素の生物学的半減期を延長させる

ので有益性よりも大きな害をもたらす可能性がある。  

安定ヨウ素剤投与製剤は通常単回投与で十分である。しかし、曝露が長時間（24 時間以上）または

繰り返す場合、汚染した食品や飲料水の摂取が避けられない場合、また避難する場所がない場合に、

安定ヨウ素剤の反復投与が必要となる可能性がある。新生児、妊娠・授乳中の婦人、60 歳以上の高齢

者では、副作用のリスクを考えれば安定ヨウ素剤の投与を繰り返して行うべきではない。安定ヨウ素

剤の投与を行うときは、次の事項について考慮する必要がある： 

■ 小児、青年、妊娠・授乳中の婦人は安定ヨウ素剤の投与が有益である可能性が最も高いが、40 歳以

上の人ではその有益性は低くなる可能性がある。  

■ 安定ヨウ素剤は、小児および若年成人に優先して与えられるべきである。 
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■放射性ヨウ素による高線量の被ばくのリスクがある人（救護や除染作業に携わる緊急時作業員）は、

その年齢にかかわりなく安定ヨウ素剤投与が有益である可能性が高いので、優先されるべきある。 

■ ヨウ素が不足している地域で生活している人々は、放射性ヨウ素への曝露の影響をより受けやすい。

このような場所では、国や地域におけるヨウ素不足対策プログラムを検討すべきである。 

次の分野では、安定ヨウ素剤投与の科学的根拠を確かなものにするためにさらなる研究が必要であ

る： 

■放射性ヨウ素による甲状腺疾患の診断や治療を受けた患者における放射性ヨウ素の体内動態。  

■ 放射性ヨウ素が反復性または遷延性に放出される場合における安定ヨウ素剤の用量、投与時期、投

与方法、そして安定ヨウ素剤の副作用。霊長類での研究がこれらの目的のために有用である可能性が

ある。 

■ 放射線災害における心理社会的影響を鑑みた安定ヨウ素剤投与の実効性、受容性や総合的効果につ

いての研究が必要である。 

■ 安定ヨウ素剤の事前配布や備蓄に対する最善の措置についての詳細な分析が、重大な放射線または

原子力災害の状態に対処する均一な方法を確実にするためには国境にかかわらず必要であり、ゆえに

一貫して協調した防護措置を考慮に入れる必要がある。 

 1.はじめに 
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1.はじめに 
1.1.理論的根拠 

原子力事故の際には、放射性ヨウ素が煙状または雲状に放出され、環境（空気、水、土壌、植物な

ど）を汚染し、皮膚や衣服に付着して、外部被ばくを生じる可能性がある。汚染された空気の吸入や

汚染された食品や飲料水の摂取は、甲状腺による放射性ヨウ素の体内への取り込みや内部被ばくにつ

ながる可能性がある。皮膚からの吸収も起こりうるが、吸入または経口摂取に比べて軽微である。 

甲状腺は、甲状腺ホルモンを産生するためにヨウ素を利用するが、放射性ヨウ素と安定ヨウ素を区

別できないため、放射性ヨウ素が吸入または摂取されると甲状腺に吸収される。原爆被爆者に関する

研究では、甲状腺腫瘍が外部被ばくによって発症することを示している（1,2）。1986年のチェルノブイ

リ原子力発電所の事故ではヨウ素 131（I-131）や短半減期の放射性ヨウ素の環境への大量放出を引き起

こされた。ベラルーシ、ウクライナ、ロシア連邦西部の汚染地域に暮らす人々の間で甲状腺がんが高

率に観察された。甲状腺がんの増加は、放射性ヨウ素による内部被ばくと関連していた（3‑6）。 

小児および若年者は成人に比較して、放射線被ばくによる甲状腺がん発症のリスクが高い。これは、

小児および若年者における甲状腺の発達段階における放射性ヨウ素の高い取込み率、および小児にお

いて甲状腺が小さいことによる高い組織線量が原因である（3,5,7,8）。さらに、低年齢の小児は成人と

は異なる食品を摂取している。たとえば、チェルノブイリ事故後は、汚染した牛乳が放射性ヨウ素の

主な曝露源の一つであり、その摂取がすぐには制限されなかった。小児は成人より多くの牛乳を飲む

傾向があることから、小児はより影響を受ける傾向があった。  

I-131 への出生前曝露が甲状腺がんのリスクを増加させる可能性もある（9）。母親から授乳中の乳児

に I-131 が移行する可能性もひとつのリスク因子として考えられている（10,11）。被ばく時の年齢が若

いほど、甲状腺がん発症のリスクは高くなる（6,12）。また、チェルノブイリ事故の影響を受けた集団

では、ヨウ素不足が放射線による甲状腺がんのリスク増加と関連していたことも報告されている（13）。  

安定ヨウ素剤の経口投与は、事故によって放出された放射性ヨウ素に曝露する人々が甲状腺がんの

リスクを回避するために適切な戦略であると考えられる（14‑16）。放射性ヨウ素への曝露前または曝

露時に安定ヨウ素剤を内服すれば、安定ヨウ素が甲状腺を飽和して放射性ヨウ素の取り込みを阻害

し、その結果として甲状腺の内部被ばくが効果的に減少する。  
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放射性ヨウ素が放出された後の緊急防護措置としての安定ヨウ素剤の投与は、1960 年代および 1970
年代に初めて記述されており（17‑20）、世界保健機関（WHO）は、チェルノブイリ原発事故を受け、

1989 年に原子力災害時における安定ヨウ素剤投与についてのガイドラインを策定し、小児甲状腺がん

のリスクに関する知見に基づき 1999 年に改訂した。その後、原子力災害時における安定ヨウ素剤投与

についてのガイドラインを策定したが、福島第一原発事故に対する 2015 年の IAEA 勧告を受け 2017 年

にその改訂版を公表した（14）。 

安定ヨウ素剤投与実施のための放射線防護の基本は、WHO が共同で実施した国際原子力機関

（IAEA）の国際安全基準で確立された（22,23）。これらのガイドラインは、曝露開始から最初の 7 日

間での推定が 50mSv という甲状腺等価線量に対する包括的基準を支持し、既存の国際安全基準の適用

範囲には含まれていない安定ヨウ素剤投与の実施についての公衆衛生学的側面に着眼している。 

2011 年 3 月の東日本大震災と津波の後に発生した原子力発電所事故後に、多くの国々が対策計画や

戦略を再検討した。福島第一原子力発電所（第一原発）の事故によって提起された問題の 1つは、緊急

防護措置としての安定ヨウ素剤投与であった。福島第一原発事故に関する 2015 年 IAEA 報告では、「甲

状腺ブロックのための安定ヨウ素剤の投与は、不十分な準備もあり一律には実施されなかった」と述

べられており（24）、安定ヨウ素剤投与の実施に関する追加指針の必要性を明らかにしている。国際保

健規則（IHR）（25）の下、WHO は、放射線災害や原発事故など、あらゆる災害への公衆衛生上の対策

と対応に関する加盟国の機能を強化するために支援する責務を有している。これには、国の政策策定

や国際的な安全要件の実施、技術的ツールの規定、訓練、教育ならびに関係国の機能強化のための演

習に対する技術的な支援や指導が含まれている。今回のガイドライン改訂は WHO の責務そのものであ

るといえる。 

1.2.目的 
本ガイドラインは、技術指針の規定を通して、IHR の要請されている（25）放射線災害における加

盟国の公衆衛生対策を支援することが目的である。具体的な主な目的は次のとおりである： 

■ エビデンスを評価し、放射線災害や原子力災害後の安定ヨウ素剤投与の実施に関する指針を提供す

る。これには、放射線災害や原子力災害による放射性ヨウ素の放出が継続した場合の投与時期や連用

に関する助言が含まれる。 

■ 最も脆弱集団を特定し、そしてそれらグループに対する安定ヨウ素剤投与の適用性と治療法を、副

作用および安定ヨウ素剤投与の利用に関連するリスクを考慮して指定する。 

■ 安定ヨウ素剤投与のエビデンスに関する研究の課題を明らかにする。 

1.はじめに 

1.3.適用範囲  
本ガイドラインは、環境中への放射性ヨウ素の放出を伴う放射線災害や原子力災害への対策を講じ

る際や実際に対応する際の安定ヨウ素剤投与に関する勧告を提供する。安定ヨウ素剤投与の実施は、

影響を受ける可能性のある集団を守る緊急防護措置として論じられている。ただし緊急時の作業者や

救急救命士は、本文書の適用範囲から除外される。その理由は、これら作業者ための労働安全基準に
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おいて、放射性ヨウ素による被ばくのリスクがある場合、業務前の安定ヨウ素剤の使用が明確に規定

されているからである。   

1.4.対象者 
本ガイドラインの対象者は、放射線災害に対する準備および対応の責任者やその他の目的で関与す

る国や地方自治体の保健当局や公衆衛生の専門家である。これらのガイドラインは、次のような他の

グループや利害関係者にも関連する。 

■ 放射線災害医療の専門家や関連する専門団体。 

■ 放射線防護、労働安全の専門家。  

■ 医療従事者や医療施設の経営者。 

■ 放射線防護や放射線安全の専門家を含む、緊急事態への対応計画と管理に関与する専門家。 

■ 学術研究機関に所属する者や研究者。 
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2.方法 

2.1.本ガイドラインの策定プロセス 
WHOガイドライン策定のためのハンドブックハンドブック（26）に述べられている方法論を本ガイ

ドライン策定において活用した。  

安定ヨウ素剤投与に関する指針の更新の必要性に応じて、外部有識者や利害関係者からの助言を受

けて、WHO は安定ヨウ素剤投与実施の公衆衛生面の科学的根拠を検討するためのガイドライン改訂会

議を招集した。会議は 2014 年 5 月に開始し 2017 年 1 月まで、次の 3 グループがエビデンスを分析する

ために召集され、本ガイドラインを検討した（これらグループの委員の氏名と所属については添付資

料 1 を参照）：  

1. WHO運営グループは、栄養学、がん研究およびリスクコミュニケーションなど、安定ヨウ素剤投与

に関連した専門性があり、放射線災害に対応する WHO のスタッフから構成された。  

2. WHO の 4 つの地域（北南アメリカ地域、東地中海地域、欧州地域、西太平洋地域）の 11 か国から

の専門性に基づいて選ばれた 14人（男性 11人、女性 3人）のメンバーによってガイドライン策定グ

ループ（Guideline Development Group: GDG）が構成された。メンバーの地理的および男女の構成は、

放射線防護、安全性および放射線災害対応管理における専門性の人口統計、ならびに、放射線・原

子力災害を含む国家、リスク特性の地勢を反映したものである（27）。  

3. 放射線や公衆衛生の専門家、それに影響を受ける可能性があるグループを代表する人々からなる外

部評価委員会が設置され、最終的な勧告のレビューを行った。彼らは、指針の実効性や適用性につ

いての広範なコメントを提供した。  

2014 年 5 月、GDG の会議がドイツのヴュルツブルク大学病院で行われた。会議において委員会は、

本ガイドラインの適用範囲について議論、合意し、PICO 形式（Population：集団、Intervention：介入、

Comparator：比較対照、Outcome：結果）による系統的レビューに基づく質問事項を作成し、手順の優

先付けをしたうえでタイムスケジュールを設定し、委員会メンバーに課題を課した（28）。系統的レビ

ューの実施方法実施方法は勧告の策定前に公表され（16）、系統的レビューは 2015年末までに取りまと

められ、2016 年に刊行された（29）。 

2016 年 1 月、WHO は第 2 回 GDG 会議をイタリア・ピサのシサネッロ病院で開催し、系統的レビュ

ーの結果を総評し、GRADE（勧告、アセスメント、成果と評価の重み付け）と呼ばれるエビデンスの

分析表、その他の背景となる研究を検討した。  
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GDG は、勧告事項に関連する費用、資源の利用、実行性、容認性、公平性、実施にあたっての勘案

事項を議論し、さらなる研究が必要とされる領域を提案した。 

2016 年 9 月から 2017 年 1 月の間、外部査読グループ、GDG、WHO 運営グループが検討し、指針へ

の追加記入事項を決定した。2016 年から 2017 年の間に、進行中の研究がさまざまな国際フォーラムで

発表され、巾広い利害関係団体からのフィードバックが収集された。  

2.2.利益相反の管理 
これらのガイドラインの策定に参加した専門家は、事前に被験者に関連する利益関係を詳しく述べ

る利益相反の申告（DOI）を行った。さらに、GDG のメンバー全員は、すべての利益相反についての

情報公開を促進するために、WHO の公式ウェブサイト上で略歴を掲示した。情報公開に関する問題は

特になかった。 

すべてのGDG会議の冒頭、利益相反とみなされるもの、または利益相反と定義されることについて

の説明が行われた。これは、WHO との作業中に、個人の客観性および独立性に影響を与えると合理的

に認知され得るあらゆる（金融、政治的あるいは学術的な）利益関係を含んでいる。 

また、ガイドラインの策定（系統的レビュー、エビデンスの特性の作成、勧告事項の策定の促進、

ガイドライン執筆を含む）に招聘された専門家も、DOI の様式に記入し、事務局に提出した。  

WHO職員は会議前に運営グループと協力して、申告された利益関係を検討して、参加者がプロセス

に参加することを妨げ、または制限する恐れのある利益関係と競合しないかどうかを判断した。  

GDG 会議ごとに、DOI の様式を要約してグループ全体に提示され、参加者は申告された利益関係に

競合するあらゆる可能性を認識していた。さらに、すべての GDG メンバーは、各会議開始時あるいは

会議期間中に申告を更新、改正するよう求められた（申告された利益関係の要約については添付資料 1
を参照のこと）。一部の専門家は非財務的な利益相反を申告し、事務局はそれを評価した。これらの専

門家の誰もが、勧告とその実施に関する勘案事項について、意思決定への参加を妨げるような競合す

る利益関係を持たないと判断された。   

2.3.PICO 形式による質問 
エビデンスに基づく取り組みでは、研究の問題点を構成するプロセスをPICO質問という次の要素を

使って行っている：問題/患者/集団（P）、介入/指標（I）、比較対照（C）、結果（O）。GDG は、系統的

レビューチームの発案により次のキーとなる PICO 質問を策定した。 

放射性ヨウ素の放出に曝露した集団（P）において、甲状腺ブロックのための安定ヨウ素剤の投与する

こと（I）が、投与しないこと（C）と比較して、甲状腺がん、甲状腺機能低下症や甲状腺良性結節の

発症リスク（O）に影響を及ぼすのか？  

さらに、次の 2 つの下位の質問を上記の PICO 質問をより詳しく掘り下げるために作成した。 

■ 一度の放射性ヨウ素の放出に曝露した集団（P）において、安定ヨウ素剤投与のタイミング、すなわ

ち曝露前や曝露開始後まもないか、（I）曝露開始から 2 時間後以降の投与（C）なのかによって、甲

状腺がん、甲状腺機能低下症、または甲状腺良性結節の発生リスク（O）に影響を及ぼすのか？ 
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■ 連続もしくは繰り返す放射性ヨウ素の放出に曝露した集団（P）において、安定ヨウ素剤の反復投与

（I）が、単回投与（C）と比較して、甲状腺がん、甲状腺機能低下症、または甲状腺良性結節の発症

リスク（O）に影響を及ぼすのか？  

2.4.エビデンスの検索および取得 
PICO の質問を用いて、標準的な検証方法、すなわち有用な研究の選択、データ抽出、バイアスのリ

スク評価、多様性の評価、およびデータ作成、によって文献の系統的レビューを実施した（図 1 参照）。

検索は、health condition、intervention（介入）と出現頻度/場所に関連する用語を用いて、MEDLINE
（PubMed）や EMBASE を用いて行った。日付または言語の制限はかけなかった。詳細なエビデンス取

得および系統的レビューの方法は公表されている（16）。 

選択および除外基準 

人に関連するものに関心は限られるであろう事から、人での研究のみを対象とした。具体的には、

放射性ヨウ素に被ばくした集団における甲状腺がん、甲状腺機能低下症および甲状腺良性結節の安定

ヨウ素剤投与群と非投与群における甲状腺がん、甲状腺機能低下症および甲状腺良性結節を比較する

研究であった。選択基準を満たさなかった研究は除外した。作用機序モデルまたは健常ボランティア

や動物実験による代替エンドポイントからの間接的エビデンスは、有用であると判断されればこの領

域での勧告の裏付けのために採用することも可能であったが（30）、実際に GDG によって選ばれた研

究は有用ではなかった。  

系統的レビューの結果 

選択基準および除外基準を適用した後、定義した質問に関連する横断研究 1 件、分析的コホート研

究 1 件および症例対照研究 2 件が検索された（図 1 参照）。研究参加者数は 886 例から 12,514 例であっ

た。2 件の研究は小児に焦点を、他の 2 件は小児と成人に焦点をあてていた（29）。個々の研究のメタ

分析は、研究デザインが大きく違う特定の集団であることから、実行可能ではないと判断された。  
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図 1.検索方法 PRISMA フローチャート 

 

甲状腺がん：系統的レビューでは、原発事故後の安定ヨウ素剤投与の利用が小児の甲状腺がんのリス

クを減少させたというエビデンスが発見された。しかし、確認した研究の大部分は、安定ヨウ素剤の

防護効果または投与の時期に明らかにするために特別にデザインされたものではなく、安定ヨウ素剤

の投与方法や適用した投与量の効果についての記載もなかった。従って、質が低いか、または非常に

低いものとしてこれらのエビデンスを評価した（エビデンスの質の定義については、この文書の次の

セクションを参照）。  

甲状腺機能低下症および甲状腺良性結節：いずれの試験においても、甲状腺機能低下症および甲状腺

良性結節に関して安定ヨウ素剤投与の効果を評価していなかった。  

2.5.エビデンスの質を評価する方法 
エビデンスやエビデンスに基づく意思決定の質を評価し、勧告の強さを決定するために GRADE シ

ステムを使用した（31）。  エビデンスの質は、効果の推定における信頼度を示している（32）。介入の

有効性に関する質問について、ランダム化比較試験のような分析研究から得られたエビデンスは質の

高いエビデンスであると評価されるが、バイアスのリスク、結果の一定性のなさ、エビデンスの間接

性、不正確性、および公表バイアスといったいくつかの要因によって評価が低くなる可能性がある

（33）。観察的研究ははじめからエビデンスの質が低いと評価され、またランダム化比較試験と同様の

理由から低く評価される可能性もあり、一方で、治療効果の大きさが非常に大きい場合、例えば、エ

データベース検索から特定した記録  
 （n=2660）  

PubMed：1321  
EMBASE：1339 

その他の情報源から特定した

追加的な記録 
（n=6） 

重複除外後の記録  
（n=2177） 

スクリーニングされた記録  
（n=2177） 

除外した記録  
（n=2119） 

適性を評価した論文 

   （n=58） 

除外した論文 

  （n=54） 

質的評価の対象となった

研究 
（n=4） 
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ビデンスが強い用量反応関係を示している場合は評価が高くなる可能性もある。エビデンスの質は、

次のとおりに分類することができる：高、中、低、非常に低い（エビデンスの質の等級付け尺度につ

いては表 1 を参照）。エビデンスの質が高ければ高い程、勧告は強くなる。 

表 1.エビデンスの質の GRADE の定義 

エビデンスの質 定義 

高 
真の効果が効果の推定値と近いことが強く確信できる 

中 
効果の推定に中程度の確信がある：真の効果は効果の推定値に近いとみら

れるが、実質的には異なる可能性がある 

低 効果の推定における信頼性は限定的である：真の効果は効果の推定値と実

質的に異なる可能性がある。 

非常に低い 効果の推定における非常に低い信頼性：真の効果は効果の推定値と実質的

に異なる可能性が高い。 

しかし、環境曝露に関する質問に答えるエビデンスの質の評価に対する GRADE 手法の適用は困難であ

ることに留意すべきであり、たとえば、次のような理由により、原子力または放射線災害などの緊急

状況から得られるエビデンスにその方法は十分には当てはまらない： 

■ 無作為化対照試験の欠如。  

■ 様々な防護措置の有効性およびその実施に関連した健康リスクの評価に利用できる統計的データの

不足。  

勧告の強さの等級付けに影響を及ぼす次の因子が委員会によって考えられた（意思決定におけるこれ

らの因子の使用に関する詳細については、添付資料 2 を参照のこと）： 

■  問題の優先度：より高頻度で影響が大きいほど、勧告はより強くなる。 

■ 価値観や嗜好性： 価値観や嗜好性のばらつきや不確実さが小さければ小さいほど、勧告は強くなる

可能性が高くなる。 

■ 有益性と有害性のバランス： 新しい勧告が策定される時点には、望ましい効果（有益性）を望まし

くない作用（有害性やリスク）と比較検討する必要があり、あらゆる他の選択肢を考慮する必要があ

る。有益性と有害性の差が大きければ大きいほど、勧告は強くなる可能性がより高くなる。  

■ 資源の活用：ほとんどの介入には、人的資源、薬品確保・保管の費用、在庫管理・保守、スタッフ

の訓練など、資源に密接に関連するものが含まれる。意思決定者にとっての重要な勘案事項である資

源の活用は、代替となる介入と管理戦略との間で異なる。介入費用が低いほど、勧告は強くなる可能

性が高くなる 

■ 公平性：不公平性を減らすような政策が、それがないもの、または不公平を増加させるものよりも

高くランク付けされる。特定の個人または集団が他よりも優遇されることのないように公平かつ公正

な判断が重要である。これはまた、機会、資源活用、または社会的資源の分配における公平性にも及

ぶ。特別な規定を必要とするような最も脆弱集団を考慮する際に、これは特に重要である。 
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■ 容認性：選択肢が主要な利害関係者により受け入れやすいほど、優先事項となり勧告は強くなる可

能性が高くなる。 

■ 実効性：介入の実効性が高いほど、その介入は大きくなり、したがって、その勧告はより強くなる。 

環境衛生災害に関する研究から得られたエビデンス、特に原子力災害に関するエビデンスについて

の GRADE の適用性の制限事項を把握して、GDG は勧告事項を作成する際に体系的な手法を取り、勧

告事項に影響を及ぼす因子についての透明性のある判断を行って、放射線災害時の安定ヨウ素剤投与

の有害性、実効性に対処するために利用可能なエビデンスを使用した（添付資料 2 を参照）。これは、

実施に関して重要な勘案事項をカバーする詳細な注釈を伴う包括的な勧告のための基礎となった。

GDG はまた、知見の問題点を特定し、今後の研究範囲を明らかにした。 

すべての決定は合意によってなされた。これらは、放射線災害と公衆衛生の対応計画・管理に関与

する専門家、ならびに影響を受ける可能性のある利害関係者の代表者で構成される外部査読グループ

によって検討された（添付資料 1 を参照）。GDG および事務局は提供されたコメントを使用し、オンラ

インを通じて実施の勘案事項をさらに改良し完成させた。  
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3.  勧告および公衆衛生上

の推奨事項 
勧告 

放射線または原子力災害時に、放射性ヨウ素に曝露する危険にある人々への安定ヨ

ウ素剤投与の準備が、緊急防護措置として実施され、正当で最適な防護策の枠内で

あるべきである。 
 

エビデンスの質：非常に低い 
勧告の強度：条件付き 
 

GDG は、放射線災害における安定ヨウ素剤投与を支持する質の高いエビデンスは非常に少ないと考

えた。実際、系統的レビューに含まれた 4つの研究のどれもが、原子力事故の際の甲状腺がん、甲状腺

機能低下症および甲状腺良性結節に対する安定ヨウ素剤投与の効果に言及していない。しかし、介入

を伴う臨床研究や観察研究はないものの、放射性ヨウ素の甲状腺への取り込みをブロックする安定ヨ

ウ素剤の有効性は、機序および観察研究において確固として確立されている。 

GDG は、エビデンスの質に加えて、介入の実効性・容認できるものであるかどうか、問題の優先度、

さまざまな利害関係者（緊急時対応立案者、政策立案者、医師、および被災者）の価値観と特性、有

益性と有害性のバランス、公平性、介入の実効性といった課題を考慮に入れた。その結果 GDG は、介

入の有益性が不利益な事やコストを上回ると判断した。注意深く計画し適切に投与されれば、安定ヨ

ウ素剤投与が害をもたらす可能性は低い。安定ヨウ素の錠剤は、手頃な価格で予防服用が可能であり、

ほとんどの人は放射線災害時に、指示されれば安定ヨウ素剤を服用することに反対しないであろう。  

特に放射性ヨウ素被ばくのリスクがある小児や若年成人の甲状腺がんの予防に有効である可能性が

あることに加えて許容性、実効性および経済性）に基づき、GDG は安定ヨウ素剤投与の利用を選択し

て条件付きで勧告することにした。条件付き勧告は、介入の根拠が弱いので、妥協点は不確かではあ

るが、望ましい効果が、望ましくない影響を上回ることためである。政策立案者にとって、条件付き

勧告とは、防護戦略の枠内でこのような緊急防護措置を確実に実施するために、追加的な調査や幅広

い利害関係者の関与が必要であることを意味する。 
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3.勧告および公衆衛生上の推奨事項 

3.1.安定ヨウ素剤投与実施における公衆衛生上の推奨事項 
この推奨事項の実施に対する次の重要な推奨事項は、有害性、有益性、実効性、およびその GDGの

経験と専門知識といったエビデンスに基づいている。 

計画と準備 

安定ヨウ素剤投与は、単独での防護措置として考慮する必要はない。避難や屋内退避などのすべて

の緊急で早期の防護措置、ならびに汚染された食品、牛乳や飲料水の摂取制限などの対応措置をカバ

ーする包括的な公衆防護戦略が、IAEA の一般的安全要件（22）および関連する安全指針（23）に従っ

て策定されるべきである。緊急防護措置と他の対応措置のための国際安全規格と基準が、国内基準を

設定し、国家的防護戦略を策定するための基本として使用されるべきである。  

準備対応段階における包括的な安定ヨウ素剤投与実施計画は、医療専門家や緊急時作業員を対象と

したリスクコミュニケーションについての訓練も含むべきであり、公衆の認識を高めて（例えば、リ

ーフレットの作成、キャンペーンの実施）、安定ヨウ素剤投与の誤った使用や被災した住民に誤った安

心感を与えることを避けるべきである。 

放射線または原子力災害に準備する際に、国境を接する国々は安定ヨウ素剤投与を利用するための

国内の取り組み調整についての協調を考える必要がある。あらゆる重大な放射線災害に対処する統一

した対策が、特に国境付近の領域では、一貫して協調した防護措置として実施されること考慮する

（34）。 

安定ヨウ素剤投与は、緊急段階（災害発生後、数時間から１日）でのみ実施される防護措置である。

初期段階（数日から数週間）においては、放射性ヨウ素の摂取を制限することが効果的な方法である

（福島の経験により示されている）。、甲状腺の被ばく線量を制限する最も重要な手法は、特に子供を

対象にして、汚染された食品、飲料水や放牧牛からの牛乳の消費を制限することである。  

安定ヨウ素剤投与の実施に関する規定は、準備段階に注意深くよく考える必要があり、以下への勘

案事項を含めるべきである：化学形態、包装、用量、投薬時期、備蓄、配布、および事前配布と配布

場所の特定（例えば、医療施設、家庭、学校、職場、幼稚園）。  

 

化学形態、保管、および包装  

放射性ヨウ素から甲状腺を守るために最も一般的に使用される薬剤は、ヨウ化カリウム（KI）であ

る。KI は最も一般的に使用される薬剤であるが、ヨウ素酸カリウム（KIO3）のような他の化学形態も、

同量のヨウ素を含んでいるなら、同様に有効である。KI と KIO3の保管期限に明らかな差はない。保管

条件が適切であれば、密閉容器で包装され乾燥した冷所に保管された錠剤は、そのヨウ素含量は 5年間

完全に保たれる。5 年後にヨウ素含有量を確認することができれば、必要に応じて保管期限を延長する

ことができる。安定ヨウ素剤が粉末の剤型や水溶液の場合は、保管期限がずっと短くなる。このよう

な場合、保管期限の延長を確認する公式の実施方法手法が確立され有効であれば、更に保管期限延長

が可能である（35）。 
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安定ヨウ素剤は二分割錠または溶液で与えられる。錠剤は簡単に保管できて事前配布を含め配布の

上で利点がある。また、安定ヨウ素剤は、錠剤で投与する場合には、胃腸刺激が少なくなる可能性が

高い。錠剤は粉砕して、フルーツジュース、ジャム、ミルクまたは類似の物と混合することができる。

錠剤は、空気、熱、光および湿気を避けて保管すべきである。年齢に応じた用量と禁忌をラベル上に

記載すべきである。 

用量（Dosage） 

用量についての情報は、1999 年の WHO ガイドラインでの記載以来変わっていない（表 2 を参照）。 

表 2.安定ヨウ素剤の年齢群別の推奨単回用量（6） 

年齢群 ヨウ素量、

mg 
KI 量、 

mg 
KIO3量、

mg 
ヨウ素

100mg を含

有する錠剤

の分割量 

ヨウ素 50 
mg を含有

する錠剤の

分割量 

新生児（生後 1 カ月まで） 12.5 16 21 1/8 1/4 

乳児（1 ヵ月～3 歳） 25 32 42 1/4 1/2 

小児（3～12 歳） 50 65 85 1/2 1 

成人および青年（12 歳超） 100 130 170 1 2 

安定ヨウ素剤の副作用 

安定ヨウ素剤の副作用はまれであり、ヨウ素による一過性の甲状腺機能亢進あるいは低下、および

アレルギー反応などがある（36,37）。報告されている重篤で臨床的に関連する反応は次のとおりであ

る：唾液腺炎（唾液腺の炎症。しかし、チェルノブイリ事故後のポーランドでの KI 服用者にこの症例

は報告されていない）、胃腸障害および軽度の発疹が報告されている。また、稀ではあるがいくつかの

臨床的に関連する副作用があり、たとえば疱疹状皮膚炎または低補体蕁麻疹様血管炎の患者で副作用

がみられることがある。このような反応の示すリスク群には、甲状腺疾患の既往やヨウ素過敏症があ

る患者が含まれる（38,39）。ヨウ素に過敏症がある症例において過塩素酸カリウムを投与すると、被ば

くが考えられる期間における甲状腺のヨウ素取り込みを抑制できると考えられている（40）。着色料な

どの添加剤の使用は、有害作用（アレルギーなど）を生じることがあるので、可能な限り避けるべき

である。 

投与時期 

安定ヨウ素剤の至適投与期間は、曝露の開始が予想される 24 時間前から曝露の開始が予想される 2
時間後までである（14）（36）。曝露から 8 時間後までの安定ヨウ素剤投与はまだ妥当であろう（41）。
曝露後 24 時間以降の開始は、有益性よりも有害性が増す可能性がある（すでに甲状腺に蓄積している

放射性ヨウ素の生物学的半減期を延長させる）。安定ヨウ素剤の投与は単回で通常十分である。しかし、

長時間（24 時間以上）または繰り返しの曝露、汚染した食品や飲料水の摂取が避けられない場合、お

よび避難する場所がないという場合に、安定ヨウ素剤の反復投与が必要となる可能性がある。（36）。
新生児、妊娠・授乳中の婦人、高齢の成人（60 歳以上）では、繰り返して安定ヨウ素剤を投与すべき

ではない。  
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事前配布および配布 

安定ヨウ素剤投与の実施は時間が限られるだけに、個々人の迅速な錠剤服用が保証される必要があ

る。原子炉の近辺では、一般家庭への安定ヨウ素剤の事前配布を考えるべきで、避難や屋内退避の計

画も考慮しなければならない。所管当局が制御可能な場所に安定ヨウ素剤を保管するための規定も作

られるべきである。錠剤を用いる際の明確な指示書が発行されるべきであり、手続きについての公衆

の認識を定期的にチェックすべきである。  

放射性物質が放出された場所からさらに離れた地域では、意思決定までにより長い時間が残される

可能性が高い。一般家庭への事前配布が実現可能ではないと考えられるならば、安定ヨウ素剤の備蓄

は、学校、病院、薬局、消防署、警察署などで戦略的に保管されるべきである。事故の可能性のある

場所からかなり距離が離れると、広範囲にわたる保管が是認される可能性がある。保管は、なるべく

適切な在庫管理が可能な場所にすべきである。計画段階では、配布地域を広めに考え、安定ヨウ素剤

投与実施の遅れを最小限にすべきである。安定ヨウ素剤配布の有益性が所管の救急隊員のあらゆる追

加被ばくに関連した不利益を上回るか否かにも考慮を払うべきである。 

住民から相談を受ける可能性の高い医療従事者にはより詳細な情報が提供されるべきである。災害

対策の一環として、安定ヨウ素剤を事前配布する職員を訓練して情報を提供し、被災する可能性のあ

る住民への専門的知識の提供を可能にすべきである。例えば、安定ヨウ素剤を調剤する薬剤師は、安

定ヨウ素剤の目的、有益性および適正な使用法といった質問に対して説明できなければならない。安

定ヨウ素剤が万能の放射線解毒剤ではないことを住民に説明すべきである。 

各国の管轄当局には、安定ヨウ素剤投与には有益性があり、副作用のリスクが全般に小さいので、

住民がヨウ素剤を自発的に購入できるようにすべきと勧告する。しかし、全体的な放射線災害対策の

枠組みのなかに、安定ヨウ素剤の配布とその使用方法に関する住民への指示を行う体制について、関

係当局へ明確に割り当てられるべきである。  

安定ヨウ素剤の備蓄、事前配布および配布方法に関する各国の政策は異なっており（42‑46）、国境

を越えた政策の調整が課題として残されている。 

特別な考慮が必要な集団 
■ 安定ヨウ素剤投与の有益性が最も高くなる可能性があるグループは小児、青年、妊婦、授乳中の婦

人であり（15,36）、一方、40 歳以上の人は安定ヨウ素剤投与の有益性はより低くなる可能性が高い。 

■ 安定ヨウ素剤の供給に制限がある場合、安定ヨウ素剤は小児および若年成人に優先して与えられる

べきである。 

■ 新生児および 60 歳以上の人々は、安定ヨウ素剤の反復投与の場合（36,37）、健康への悪影響のリス

クが高い。 

■ ヨウ素が不足している地域で生活している人々は、放射性ヨウ素への曝露によって影響を受ける可

能性がより高い（13,45）。このような場所では、ヨウ素不足対策の国または地域のプログラムを考慮

すべきである（47）。 

■ 高線量放射性ヨウ素への曝露のリスクがある人（救援または除染作業に関与する緊急時作業員）は、

その年齢にかかわりなく安定ヨウ素剤投与が有益である可能性が高いので、優先されるべきある。 

チェルノブイリ事故の研究では、成人の甲状腺腫瘍と放射性ヨウ素に関連がないことが明らかにな

っている。そのため、40 歳以上の人は安定ヨウ素剤投与から恩恵を受ける可能性が低い。安定ヨウ素
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剤の供給は、小児および若年成人を優先するべきである（15）。原爆被爆者における調査では 40歳以上

の人々における甲状腺がんのリスク増大の徴候が報告されているが、原爆被爆者は外部被ばくであり、

リスク推定値は統計的に有意ではなかったことに留意する必要がある（2）。  

3.2.研究の優先事項  
GDG の専門家は、放射線および原子力災害時の安定ヨウ素剤投与に関して、次の研究の優先事項を

明確にした： 

■ヨウ素の放射性同位体を用いた診断や治療を受けた患者を対象として、放射性ヨウ素の体内動態のさ

らなる研究が可能である。しかし、このような患者における安定ヨウ素剤投与の効果に関して、ラン

ダム化比較研究は倫理的ではないため、研究は観察研究に限られる。  

■ 放射性ヨウ素の反復性または遅延性の放出における安定ヨウ素剤投与の用量、至適投与時期、処方

計画、そして安定ヨウ素剤の健康への副作用に関するより多くのデータが必要である。霊長類での研

究がこれらの目的のために有用である可能性がある。 

■放射線災害における心理社会的影響を鑑みた安定ヨウ素剤投与の実効性、受容性や総合的効果につい

ての研究が必要である。 

 

■ 安定ヨウ素剤の事前配布や使用に対する各国の既存の政策についての詳細な分析を行い、あらゆる

重大な放射線災害の状態に対処する方法を確立することが国境にかかわらず必要であり、一貫して協

調した防護措置を考慮する必要がある。  
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4.普及と実施 
4.1.普及 

これらのガイドラインは、WHO のウェブサイト（http://www.who.int/ionizing_radiation/a_e/en/）上で

閲覧することができ、地域や各国の WHO 事務所、WHO 協力センター、ならびに WHO 緊急被ばく医

療ネットワーク（REMPAN）の加盟機関に配布すると同時に、関連する国際機関、NGO、専門団体、

その他の利害関係者とも共有する。  

勧告事項、実施上の勘案事項および研究の優先事項は、専門家の学会と協会の会議やカンファレン

スでの紹介を介して配布される。 

関連事項（例えば、チェックリスト、実施方法、よくある質問、図表）の策定は、オンラインイン

タラクティブツールおよびオープンなオンライントレーニングコースの使用にあわせて考慮すること

になる。 

4.2.実施の監視 
安定ヨウ素剤投与に関する新しい勧告事項の実施を監視するために、安定ヨウ素剤の国家政策につ

いての調査を 2016 年に実施した。この結果は、将来再調査するした場合のベースラインとなる。  

4.3.検討-期限  
本ガイドラインは、重大な事故が起こったり新規の重要なエビデンスが得られるなど、より早い時

期に必要とならなければ、発効から 10 年後をめどに再検討すべきである。  

  

http://www.who.int/ionizing_radiation/a_e/en/
http://www.who.int/ionizing_radiation/a_e/en/
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CBRN management 

N/A South-East Asia 
Region 

Rbai Mohamed Department of Defense, 
Morocco 

CBRN emergencies, 
radiation EPR 

None Eastern 
Mediterranean 
Region 
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Schönhacker 
Stefan  

OeRK-W – Civil 
Defense, Vienna Austria 

CBRN emergencies, 
radiation EPR 

None European 
Region 

Tanigawa Koichi Fukushima Medical 
University, Japan 

Health impact of 
Fukushima nuclear 
accident, public health 
consequence 
management 

None Western Pacific 
Region 

Tinker Rick Australian Radiation 
Protection and Nuclear 
Safety Agency, Australia 

Radiation protection, 
public health 

None  Western Pacific 
Region 

Whitcomb 
Robert 

Radiation Studies 
Branch Division of 
Environmental Hazards 
and Health Effects 
National Center for 
Environmental Health, 
Centers for Disease 
Control and Prevention, 
United States of 
America  

Radiation EPR, health 
physics, public health 

None Region of the 
Americas 

Zeppa Paolo Italian National Institute 
for Environmental 
Protection and 
Research, Italy 

Radiation EPR, 
radiation protection 

None European 
Region 

 

C.  WHO 運営グループ 

氏名 所属組織 専門 

Allen Tomas Library Information Networks for Knowledge Evidence retrieval, systematic reviews 
methodology 

Bouesseau 
Marie-Charlotte 

Health Information Systems, Service Delivery 
and Safety 

Ethics of public health and clinical interventions  

Cross Caroline 
Marie 

Staff Health and Well-being Services Medical response to health emergencies, staff 
health services 

Gamhewage 
Gaya 

WHO Health Emergencies Programme, 
Infectious Hazard Management, Experts 
Networks and Interventions 

Emergency risk communication 

Ilbawi André Noncommunicable Diseases and Mental Health Cancer control and prevention, oncology 
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Kesminiene 
Ausrele 

WHO International Agency for Research on 
Cancer  

Radiation epidemiology and radiation 
protection, cancer epidemiology 

Odugleh-Kolev 
Asiya  

Health Information Systems, Service Delivery 
and Safety 

Social mobilization and community engagement 
in emergencies, risk communication 

Onyon, Lesley WHO Regional Office South-East Asia, 
Noncommunicable Diseases and  Environmental 
Health 

Environmental health, chemical safety 

Paunovic 
Elizabet 

WHO Regional office for Europe, Policy and 
Governance for Health and Well-being – 
Environmental Health Center 

Environmental health, occupational health 

Peña-Rosas Juan 
Pablo 

Noncommunicable Diseases and Mental Health, 
Nutrition for Health and Development, Evidence 
and Programme Guidance 

Iodine deficiency, epidemiologist, evidence and 
programme guidance 

Tempowski 
Joanna 

Climate and Other Determinants of Health, 
Public Health and Environment, Evidence and 
Policy on Environmental Health 

Chemical safety and toxicology 

van Deventer 
Emilie 

Climate and Other Determinants of Health, 
Public Health and Environment, Interventions for 
Healthy Environments, Radiation Team 

Radiation safety, guidelines development 
methodology 
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添付資料 2.エビデンスか

ら勧告までの枠組み 
放射線災害や原子力災害の状況において放射性ヨウ素放出に曝露した人々に安定ヨウ素剤を投与すべ

きか否か？ 

集団：環境中に放出され

た放射性ヨウ素に曝露し

た人々 

 

介入：安定ヨウ素剤投与 

比較対照：安定ヨウ素剤

非投与 

設定：放射線災害または

原子力災害 

視点：公衆衛生  

背景：安定ヨウ素剤の経口投与は、放射性ヨウ素の偶発的放出に

曝された人々において健康への悪影響のリスク低減に適切な戦略

であると考えられる。（A1） 

甲状腺は、代謝されて活性になるホルモンを産生するためにヨウ

素を利用し、その際に放射性ヨウ素と安定ヨウ素を区別できな

い。（A2） 

ゆえに、原発事故後、放射性ヨウ素は吸入または摂取されると甲

状腺に選択的に取り込まれる。安定ヨウ素剤が放射性ヨウ素への

曝露前または曝露開始時に投与されると、放射性ヨウ素の取り込

みは安定ヨウ素で甲状腺が飽和状態になることにより妨げられ、

その結果、甲状腺の内部被ばくが効果的に低減する。 

下位グループに関する勘案事項：0～18 歳までの小児および青年、妊娠または授乳中の婦人、高齢者 
  



 

36  / ヨウ素甲状腺ブロッキング 

基準 判定 研究のエビデンス その他の勘案事項 

問題 

問題には優先度があ

るか？ 

□違う 

□おそらく違う 

□はっきりしない 

□おそらくその通

り 

☒その通り 

□一様でない 

■ 小児甲状腺がんは、自然発生率が低く、稀

な疾患である。 
■ 0歳から18歳の間に被ばくした人々の、放

射性ヨウ素への曝露と甲状腺がんのリスク

増加の間に強い関連が報告されている。

（A3–A5） 
■ リスク推定値の範囲は極めて広範であり、

被ばくした時が0歳から18歳の間の人々で

は、甲状腺被ばく線量が50ミリシーベルト

（mSv）からリスクが増加しはじめること

を示している。（A6,A7） 
■ 甲状腺ヨウ素-131（I-131）の吸収線量は、

食事性ヨウ素のレベルが不足する地域では

2倍高い。（A8） 
■ 臨床管理（手術後の放射性ヨウ素療法およ

びホルモン補充療法）に対する甲状腺がん

の良好な反応にもかかわらず、長時間経過

後に生活の質が低下する。（A9） 

小児甲状腺がんと原発事故につ

いての住民の認知は、チェルノ

ブイリの経験とその後の福島の

経験によって形成された。福島

の小児甲状腺がんの問題は、現

在の議題において非常に高い位

置にある。 
これを防ぐための重要な介入法

は、食品・飲料水の消費制限お

よび安定ヨウ素剤の投与であ

る。しかし、この対策は、ほん

の少数しか発生していない原発

事故でも適切に実施されていな

い。 
このため、原子力災害の状況に

おいて、安定ヨウ素剤の効果的

な適用についての直接的なエビ

デンスは存在しない。したがっ

て、安定ヨウ素剤投与への喫緊

の対処と権威ある指針の作成が

必要である。 

価値 

人々が主な結果をど

れくらい重油資する

かという点に関し

て、重大な影響を持

つ不確実性や多様性

が存在するのか？ 

□重大な不確実性

や変動性がある 
☒おそらく重大な

不確実性や変動性

がある 
□おそらく重大な

不確実性や変動性

はない 
□重大な不確実性

や変動性はない 

□望ましくない結

果は知られていな

い 

関心のある主な結果の相対的な重要性

または価値： 

 ■ この判断は、リスク全体につ

いては重大な変動がある可能

性はあるが、甲状腺がんにつ

いてはないであろうというこ

とによる。 
■ 価値判断は、地域住民が原子

力によって恩恵を受けている

かどうかに関連している。そ

れは、住民のリスク認知をネ

ガティブでなく、よりリスク

を許容する方向に傾けるかも

しれない。 

結果 相対的重要

度 
変動性 

甲状腺がん 若年集団で

重大 
– 

甲状腺機能

低下症 
一般集団に

とって重要

ではない 

– 

自己免疫性

甲状腺炎 
重要でない – 

安定ヨウ素

剤の甲状腺

への副作用 

新生児、授

乳中の母親

および高齢

者集団にと

って重要で

ある 

ヨウ素不足

の状況でよ

り関連して

いる可能性

がある。 

安定ヨウ素

剤の甲状腺

以外への副

作用 

重要ではな

く、極めて

まれである 

– 
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基準 判定 研究のエビデンス その他の勘案事項 

有益性・有害性 

効果推定値の全般的
信頼性はどうか（エ
ビデンスの質）？ 
 

☒非常に低い  

□低い  

□中程度 

□高い 

■ チェルノブイリ事故当時に安定ヨウ素剤

服用歴がある18歳未満の人々のなかの甲

状腺がん発生率：66/100,000人・年、非

服用：96/100,000人・年。（A5） 
■ Brennerらのデータに基づいて、ヨウ化カ

リウム（KI）投与を受けた0から18歳に

おける安定ヨウ素剤服用の絶対的な効果

は、100,000人あたり30人未満しか甲状

腺がんを発症しない。KIの十分な用量が

投与され、放射性ヨウ素取り込みがほぼ

完全に遮断されると、その有益性はさら

に大きくなる可能性が高いことに留意さ

れたい。（A5） 
■ 高品質ではないエビデンス。ポーラン

ドのデータで、KIまたはルゴール液投

与を受けた新生児の0.37%に一過性の

機能変化（TSH上昇）、成人における

甲状腺への過剰な影響は0.2%
（A10）。 
 

■ 東電従業員における甲状腺機能への一

過性の影響。（A11） 
■ 安定ヨウ素剤の投与時期の影響に関す

るデータはいくつかの報告で利用可能

である。（A12） 
■ 甲状腺疾患を以前に有する高齢成人で

は、安定ヨウ素剤投与が有害である可能

性がより高い。（A13,A14） 

■ 小児と青年、妊娠と授乳中

の婦人は、安定ヨウ素剤投

与が有益である可能性が最

も高い。 
■ この有益性は、ヨウ素が

不足している状況でより

高くなる。 
■ 高齢成人は、安定ヨウ素剤

投与が有益である可能性が

低い。 
■ ガイドライン開発グル

ープ（GDG）の9人の

投票メンバーのうち、

5人が非常に重要に投

票し、4人は中程度に

重要に投票し、論点は

社会的および公衆衛生

の観点で中程度に重要

であるが、個人的およ

び臨床的観点では非常

に重要であり得ると記

している。 

どのくらいの有益性
があるのか？ 

□わからない 
 

□重要ではない 

□やや重要 
☒中程度に重要 

□非常に重要 
    

□一様でない 

有害性はどの程度
か？ 
 

□わからない 
   
□非常に重要 

□中程度に重要 
☒やや重要 
□重要ではない 

 
□一様でない 

有益性は有害性を上
回るか？ 

□違う 

□おそらく違う  

□はっきりしない 

□おそらくその通り 

☒その通り 
 

□一様でない 

資源の利用 

資源の要件はどの程
度か？ 

□大きな費用 
☒中程度の費用  

□小さな費用 

□中程度の節約 
□大きな節約 

 
□一様でない/不確実 

■ 過去の経験が非常に限られるので、実際
の原子力災害における安定ヨウ素剤投与
実施の推定費用に関して利用できるエビ
デンスは限られている。この問題は信頼
できる国別報告書においてある程度まで
扱われたが、決定的な結論を考慮してい
ない。（A15,A16） 

■ 以前のいくつかの報告では、安定ヨウ素
剤投与実施のために必要な資源が少ない
ことを示した。（A17）しかし、これは各
国個別の状況やリスク特性（例えば、原
子力発電所の数、集団の大きさや密度な
ど）に依存することになる。 

■ 必要な資源は次のとおりであ

る：安定ヨウ素剤の備蓄確

保、管理、廃棄・更新、保

管、公衆衛生と医療の提供者

間の啓発、広報キャンペー

ン、配布・事前配布について

の物流。 
■ 費用の節約は甲状腺がんの管

理に起因する負担と関連する

だろう。 
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基準 判定 研究のエビデンス その他の勘案事項 

純粋な有益性に対応

する増分の費用はど

れほど大きいか？ 

□大きな費用 
☒中程度の費用 

□小さな費用 

□中程度の節約 

□大きな節約   
□一様でない/不確実 

■ 原子力災害の長期にわたる健康影響を考

慮した調査と治療プログラムは健康状態

の管理のために重要であり、緊急事態へ

の準備計画が将来の脅威の影響を防止ま

たは最小化するために必要である。 
■ 炉心溶融・重大な原子炉事故の確率論

的リスクの概要には、アメリカ、日

本、フランス、ドイツ、米国などから

のデータを含み、このような事象のリ

スクは低いことを示した。（A18,A19） 
ひとつのドイツの研究では、この問題

に対して、発生する原発事故のリスク

よりはむしろ放射性降下物への曝露の

リスクから判断する異なる取り組み方

で追跡し、より高い確率推定値に至っ

た。（A20） 

■ ここでの判定は、安定ヨウ素

剤を投与することではなく備

蓄に適用される。なぜなら、

前者は備蓄が所定の場所にあ

ることが確実になる必要があ

るからである。 
■ 重大な原発事故（5/100,000原

子炉・年）のリスクを考える

と、安定ヨウ素剤投与の費用

対効果は低いかもしれない。 
■ 健康政策立案者の視点から見

ると、安定ヨウ素剤の実際の

費用は低いので、安定ヨウ素

剤投与の費用対効果が高いの

かも知れず、一方では小児に

おいて甲状腺がん予防の有益

性は高くなる。 
 

公平性 

健康上の不平等に関

する影響はどうなる

のか？ 

□増加 

□おそらく増加 

□はっきりしない 
☒おそらく減少 

□減少 

 
□一様でない 

■ エビデンスは確認されなかった。 ■ 問題は事前配布の選択に関

連し、国によって異なる。

事前配布はこの指針に明確

には組み込まれていない

が、緊急事態への準備と対

応（EPR）の計画に係る包

括的な国家プログラムは公

平性の増加をもたらすであ

ろう。 

容認可能性 

選択肢は主要な利害

関係者にとって受け

入れ可能であるか？ 

□違う 

□おそらく違う 

□はっきりしない 

☒おそらくその通り 

□その通り 

 

□一様でない 

■ 査読済み論文ではエビデンスが特定

されなかった。 
■ 住民との話し合いと安定ヨウ素剤投与に

関して報告された：例えば昨年（2016
年）、ドイツ西部で公開討論が行われ、

ベルギーの原子力発電所が離れているに

もかかわらずヨウ化カリウム錠の事前配

布に対する公式の要求につながった。 

■ 容認可能性は利害関係

者に応じて変わる。 
■ 利害関係者とは：政策立案

者、緊急対応機関、一般住

民、医療専門家、原子力事

業者、原子力安全管轄当

局、放射線防護管轄当局、

研究者・学会関係者、安定

ヨウ素剤製造業者、リスク

コミュニケーションの専門

家など。 
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基準 判定 研究のエビデンス その他の勘案事項 

実効性   

は実施可能か？ □違う 

□おそらく違う 

□はっきりしない 

☒おそらくその通り 

□その通り 

 

□一様でない 
 

■ 安定ヨウ素剤投与実施に関するポーラン

ドのエビデンス（A10）の他には、査読済み

論文に原子力または放射線災害の場合にお

ける安定ヨウ素剤の使用が記載されていな

い。  
■ 福島では、災害状況、分断された通信、

および実際的な実施の問題に関する混乱の

ため、安定ヨウ素剤投与が広範に実施され

なかった。  
■ 福島第一原子力発電所での除染や修復に

関与する東電従業員は、最大 80 錠という過

度の使用があったと報告されている。  
（A11）甲状腺機能の一過性変化の他には、

KI 過剰の副作用は報告されなかった。  
■ 原子力災害の状況における安定ヨウ素剤

の使用に関する国家政策は、多くの国で取

り入れられている。 （A21） 

■ 一般的に、安定ヨウ素剤の錠

剤は通常容易に入手できるの

で、安定ヨウ素剤投与はほとん

どの場合に実行可能である。 さ
らに、費用は低くすみ、保管期

限は長い。多くの国々におい

て、国家の安定ヨウ素剤投与政

策と協定は国家の EPRの一部と

して既に確立されている。   
しかし、国境を越えての KI使
用、備蓄問題、保管期限の延

長、配布および事前配布に関す

る国家政策調整の調整は、依然

として難題である。 

 
勧告のタイプ 

我々は安定ヨウ素剤投

与に対して、またはそ

の代替法について勧告

した 
 

□ 

我々は安定ヨウ素剤投

与を利用しないか代替

法を利用しないことを

示唆している 
 

□ 

我々は、安定ヨウ素剤

投与または代替法のい

ずれかの利用を示唆し

ている 
 

□ 

我々は安定ヨウ素剤投

与の利用を示唆してい

る 
 
 

☒ 

安定ヨウ素剤投与の利

用を勧告している 
 
 

□ 

 
 

勧告 
委員会は、放射線や原子力災害時には、放射性ヨウ素に曝露するリスクがある人々への安定ヨウ素

剤投与が、緊急防護措置として実施されるべきであることを示唆している（非常に質の低いエビデン

スに基づく条件付き勧告）。 

重要な勘案事項： 
■ 委員会は、原子力災害の場合の安定ヨウ素剤投与の有効性（甲状腺がんの予防に関して）および副

作用に関するランダム化臨床試験（RCT）が実行不可能であるという事実を認識している。これは、

勧告、アセスメント、成果と評価の重み付け（GRADE）に従って質が低いまたは非常に低いエビデ

ンスとなる。  
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■ 安定ヨウ素剤投与は、他の防護措置（避難や屋内退避、汚染された食品や飲料水の消費制限）と組

み合わせた包括的な公衆衛生手法の構成要素として実施されるべきである。安定ヨウ素剤投与以外に

代替はないと考えてはならない。 

■ 安定ヨウ素剤投与実施のための規定は、計画段階で注意深く考える必要がある（下記の実施に関す

る勘案事項を参照）。 

■ 投与の至適投与開始時期は曝露開始予想の 24 時間前から 2 時間後までである。曝露開始予想の 8 時

間後までの安定ヨウ素剤投与が妥当であろう。  

■ 曝露後 24 時間以降の開始は、有益性よりも有害になる可能性がある（甲状腺の放射性ヨウ素の生物

学的半減期を延長させることによる）。 

■ 安定ヨウ素剤の 1 回投与で通常は十分である。しかし、長時間（24 時間以上）または繰り返しの曝

露、および汚染した食品や飲料水の摂取が避けられない場合、そして避難する場所がないというとき

には、安定ヨウ素剤の反復投与を考慮する。新生児、高齢者（60 歳以上）は安定ヨウ素剤の反復投与

を受けるべきではない。 

理由 
■ 安定ヨウ素剤投与の有害性よりも多くの有益性示す、甲状腺がんの予防に関連する研究結果につい

て信頼できるさまざまな情報（疫学的、実験的、病態生理学的、臨床的、など）をもとにした、十分

なエビデンスがある。 

■プラスの費用対効果が連想される。なぜなら、安定ヨウ素剤の服用の確保および備蓄の維持に必要な

資源は概して高額ではなく、一方で小児の甲状腺がん予防という効果はその費用を上回るからである。  

■非常に限られた関連出版物（4 件）に基づいて、エビデンスの質が低いまたは極めて低いと等級付け

されたにもかかわらず、GDG 委員会は、この緊急防護措置が、世界保健機関（WHO）が共同で実施

した国際安全基準を反映しており、原発事故への対応時の重要な介入に含まれているという事実から

「実施すべき」という語句を使用した。加えて、潜在的な高い影響と適度な費用から、「実施すべき」

というような断定的な言い回しを用いる GDG の決定を支持するものである。 

社会的に弱い立場の人に対する勘案事項 
■ 最も利益があると思われる個々人には、小児、青年、妊娠や授乳中の婦人、およびヨウ素が不足し

ている地域で生活する人々が含まれる。 

■ 40 歳以上の個々人は安定ヨウ素剤投与が有益である可能性が低い。 

■ 新生児や高齢成人は安定ヨウ素剤の副作用の影響に高リスクである。 

■ 高線量に曝露した個々人（救急隊員など）は年齢に関係なく安定ヨウ素剤投与が有益である可能性

が高い。 

実施に関する勘案事項 
■ 次の勘案事項を含む包括的な安定ヨウ素剤投与実施計画を策定する：化学形態、包装、保管、配

布・事前配布、および関連場所の特定（例えば、医療施設、家庭、学校、職場、保育園）。  

■ KI 投与計画には、リスクコミュニケーション、医療専門家や緊急時対応要員の訓練および住民への

啓発を含めるべきである（例えばリーフレットの規定）。 
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■ KI の事前配布の観点から、個々の専門的助言の形成を考慮する。例えば、KI を調剤する薬剤師は住

民に役立つ専門的な助言を提供するであろう。 

■ 安定ヨウ素剤投与が国境を越えるために各国の手法を調整することが強く望まれる。 

■ ヨウ素不足の管理に関する WHO の出版物は、ヨウ素不足の管理のための国の政策策定についての基

本を提供している。 

■ 安定ヨウ素剤の不当かつ不適当な使用、ならびにその使用についての誤った安心感を与えることを

避けるため、安定ヨウ素剤投与に付随する十分な教育とリスクコミュニケーションを実施する。  

監視と評価の勘案事項  
■ WHO が安定ヨウ素剤投与における新しい推奨事項の実施を監視できるようにするために、各国の安

定ヨウ素剤使用方針の調査を 2016 年 8 月から 11 月に行った。この調査結果は、実施を将来評価する

うえでのベースラインとなる。この調査の報告は 2017 年に出版された。 

研究の優先事項 
■ 甲状腺についてヨウ素の放射性同位体を用いた診断や治療を受けた患者において放射性ヨウ素の体

内動態のさらなる研究が可能である。しかし、このような患者における安定ヨウ素剤投与の効果に関

して、望ましいランダム化比較研究は倫理的ではないので、研究は観察研究でなければならない。 

■ 放射性ヨウ素の反復性または遅延性の放出の場合における安定ヨウ素剤投与の用量、至適投与時期、

処方計画、そして安定ヨウ素剤の健康への副作用に関するより多くのデータが必要である。霊長類で

の研究がこれらの目的のために有用である可能性がある。 

■ 放射線災害の心理社会的評価項目（地域社会の役割）における安定ヨウ素剤投与利用の実効性、容

認性と全体的影響に関する研究が必要である。 

■ 安定ヨウ素剤の事前配布や使用に対する各国の既存の措置についての詳細な分析が必要である。  
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用語解説 
事故（Accident） 

動作エラー、機器故障などの災難、防護や安全の見地から無視できず、そして住民、環境や施設に

重大な結果をもたらす可能性のあるような意図しない事象。  

被災集団（Affected population）  
災害の直接的な影響（死亡、傷害、物的損失、避難）をこうむり、事故の時点に地理的被災地域に

居た人々。被災集団には、災害の間接的な影響（社会的、経済的、心理的影響など）をこうむった

人々も含む。  

用量（Dosage）  
医薬品（例えばヨウ化カリウム）の投与量。 

緊急事態（Emergency） 
主に人の生命、健康、財産または環境に対する危険性や、悪影響を緩和するための迅速な措置を必

要とする通常ではない状況や事象。これには以下が含まれる： 

■ 原子力や放射線災害、火災、有害化学物質の放出、嵐または地震のような一般の緊急事態。 

■ あきらかな危険性の影響を緩和することが必要な迅速な措置に対する状況。 

原子力災害（Nuclear emergency） 
核連鎖反応または連鎖反応生成物の崩壊に起因する電離放射線による危険性が存在するか、または

危険を認知することによる緊急事態。 

放射線災害（Radiological emergency） 
核連鎖反応または連鎖反応生成物の崩壊に起因せず、電離放射線に対する偶発的または意図的な、

実際あるいは潜在的な曝露がある緊急事態。放射能事故の事例には、放射線源喪失、搬送事故、また

は放射線源や放射線生成装置（例えば放射線療法における直線加速器）の不適切な使用による医療、

研究または工業施設における過剰曝露を含む。 

本書では、簡潔にするために、用語の「放射線災害または原子力災害」を「放射線災害」と置き換

えた。 
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用語解説 

災害対策計画（Emergency plan） 
緊急事態への対応のための作業の目的、政策と概念についての説明書、および、体系的、協調的か

つ効果的な対応のための権限と責任についての説明書。災害対策計画は、他の計画、手順および点検

表の策定の基本となる。  

緊急事態準備（Emergency  preparedness） 
人の生命、健康、財産および環境に与える緊急事態の影響を効果的に緩和する措置を講じる能力。  

緊急事態対応（Emergency response）  
原子力および放射線災害への対応において、人の生命、健康、財産および環境への影響を軽減する

ために講じられる措置。防護措置と他の対応措置からなる緊急事態への対応措置。他の対応措置とは、

例えば、検診、診察や治療、登録および長期的な医学的追跡調査、心理的支援の提供、そして放射線

以外の影響を緩和するためと住民の安心のための情報公開、その他の措置を含む。 

製剤（Formulation）  
化学形態および量の両方に関する医薬品の組成（例えば、錠剤の mg 数で表したヨウ化カリウムの

正確な量）。 

ヨウ素欠乏（Iodine deficiency） 
ヨウ素欠乏とは、食事中のヨウ素不足のことである。世界で最も広く認められ、簡単に予防できる

が、小児では脳の発達障害の原因となる。ヨウ素欠乏による疾病は、出生前に始まる可能性があり、

小児のメンタルヘルスや、特には生命予後にも影響を与える。妊娠中の深刻なヨウ素不足は、アフリ

カやアジアのヨウ素が不足した地域に住む人々に死産、自然流産やクレチン症や死亡、あるいは非可

逆的な精神遅滞を生じさせる。しかし、より重大なのは、ヨウ素欠乏による疾病が見落とされやすく、

家庭や学校、職場での知的能力を低下させるような精神障害をきたすことである。 

ヨウ素甲状腺ブロック（Iodine thyroid blocking） 
次の条件下での放射線災害や原発事故の場合の安定ヨウ素剤投与に関する緊急防護措置：（a）放射

性ヨウ素に起因した被ばくが関連している場合、（b）放射性ヨウ素の放出前または直後、および（c）
放射性ヨウ素摂取の前または後の短期間。  

甲状腺機能亢進症（Hyperthyroidism）  
甲状腺の過剰な機能亢進および組織における甲状腺ホルモン過剰の結果として生じる状態。甲状腺

中毒症としても知られ、多くの場合、甲状腺ホルモンの過剰産生によって生じる状態に使用される。 

甲状腺機能低下症（Hypothyroidism） 
甲状腺ホルモン分泌の異常な低下によって生じ、基礎代謝率の低下を招く疾患。最も重症型は、皮

膚と浮腫部にムコ多糖の蓄積がある粘液水腫として知られる。  
胎児や新生児の甲状腺機能低下症は、精神遅滞をもたらすことがある。 

事前配布（Pre-distribution）  
対象区域の家庭または地方公共施設での特定の物品の配布および保管管理。これは、個々人にすぐ

に配布できる場所から、家庭、警察署、病院、薬局、学校、幼稚園、消防署などを含む。実際の事前
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配布には、備蓄物の格納、回収、配布や、および担当者の訓練のためのきちんとした実施計画が必要

となる。 

防護措置（Protective action） 
 緊急被ばく状況または既存の被ばく状況で他の方法では被るかもしれない放射線量を回避または軽

減する目的のための措置。  

緊急防護措置（Urgent protective action） 
原子力または放射線災害において、効果的であって、遅れると有効性が著しく低下するため、迅速

に（通常は数時間から 1 日以内）行わなければならない防護措置。  

■ 緊急防護措置は、ヨウ素甲状腺ブロック、避難、屋内退避、不注意による汚染された食品の経口摂

取を低減する措置、個々人の除染および、汚染している可能性がある食品、牛乳または飲料水の摂取

防止などを含む。  

■ 予防的な緊急防護措置とは、重大な決定的影響を回避または最小化するため、放射性物質の放出ま

たは被ばくの前または直後に取られる緊急防護措置である。 

早期防護措置（Early protective action） 
原子力または放射線災害の事象において、数日から数週間以内に実施可能で効果的な防護措置。  

■ 最も一般的な早期防護措置は、移住や長期的な汚染の影響を受けた可能性のある食品の摂取制限で

ある。  

放射性ヨウ素（Radioiodine） 
短半減期性の人工放射性同位元素の 9 種類のヨウ素。。ヨウ素 131 およびヨウ素 125 が最も重要なも

のである。放射性ヨウ素は、甲状腺機能亢進症に対するアイソトープ治療や診断のための核医学にお

ける研究や臨床診断の放射性トレーサーとして使用されている。  

安定ヨウ素（Stable iodine）  
安定ヨウ素または非放射性ヨウ素は、ヒトにとって不可欠で食品から摂取する必須栄養素である。

ヨウ素は甲状腺が適切に機能し、甲状腺ホルモンを産生するために不可欠である。  

甲状腺（Thyroid） 
甲状腺は頸の前部に位置する内分泌器官である。甲状腺は甲状腺ホルモンを産生し、主に代謝率や

タンパク質合成に関与する。甲状腺ホルモンのトリヨードサイロニン（T3）とサイロキシン（T4）は

ヨウ素とチロシンから生成される。甲状腺はまたカルシトニンというホルモンを産生し、カルシウム

恒常性に関与している。これらのホルモンは、成長、身体発育、心拍数の制御、血圧、体温、血圧の

ような、身体のいくつかの基本的機能を調整している。 

甲状腺がん（Thyroid cancer） 
比較的稀なタイプのがんで、甲状腺に発生する。がんは、甲状腺内の細胞が制御の効かない増殖を

することから始まり、転移する能力をもって周囲の組織、血液やリンパ管に侵入する。主な甲状腺が

んは乳頭がん、濾胞がん、髄様がん、および未分化がんの 4 種類である。  

甲状腺結節（Thyroid nodule） 
甲状腺結節は甲状腺内に形成する固形または液体が充満した腫瘤である。甲状腺結節の大多数は症

状がなく、診断されない。ある程度のサイズより大きくならない限り、甲状腺結節は医学的処置を必

要とするような深刻な状態とは考えられない。甲状腺がんは、甲状腺結節のごくわずかな割合である。 
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脆弱集団（Vulnerable population groups） 
原子力または放射線災害の事象において取られる効果的な防護措置のために、特別な取り決めが必

要な集団：  
a) 放射線の曝露に特に敏感な人々（例えば、小児、妊娠または授乳中の婦人） 
b) 安定ヨウ素剤投与の直接的利用が困難になる可能性がある人々（特に入院患者、学童、町の外から

の訪問者や観光客） 
c) 移動の制限がある人々、施設収容者（特に身体障害者、老人ホーム入居者、ホスピス入居者等）。 
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